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Ⅰ C06 アングラ ( 自由裁量 ) 研究と研究提案制度との 関係 

0 吉川 @ 史郎 ( 技術研究組合フェムト 秒テクノロジー 研究機構 ) 

はじめに 2 分析データの 柿製 
ここでは、 アングラ研究と 研究提案制度 

研究・技術計画学会 / 技術経営㎝ OTW) 分科 の同時分析を 行 う ため、 大渕 値 のない、 か 
合冊 G1[11 が 1 9 9 8 年 2 月に実施した「革 っ 出来るだけ多くの 質問に有効回答したも 
新的研究開発のための 目標設定力や 構想 提 のを選定した 結果、 「その他」を 除く 1 0 2 
実力に関する 調査」アンケート [21 のデータ の質問項目のうち、 6 8 項目全部に有効回 
を用いて、 企業における「研究提案制度の 答を寄せた 74 人の回答データが 残った。 
あ るべき姿」を 因子分析し、 共 分散構造 モ その過程で「初期アイチ ア を発展させるため 社 
デルを構築することにより、 い わかる「 ア 内で公開」に 賛成した者だけになった。 
ングラ ( 自由裁量 ) 研究」の最近 5 年間に コーディンバ 方法としては、 統一的に取 
おける実施状況の 推移との関係を 分析し、 り扱えるよ う に便宜を考慮して、 提案制度 
一部、 因果規定力が 説明できた。 に 関しては質問項目ごとに「重要でない」 

「重要であ る」「最重要であ る」の 3 値 とし、 
1  アンケート調査の 概要 さらに、 尖度 が大きい質問項目は ， 共 分散構造 

我が国の研究開発現場での 動向や要望を 分析笘の各種分析には 不都合があ るので、 除 
把握するために、 長期戦略、 人材、 提案制 外し、 仮終 的には 60 項目を分析の 対象とした。 
度 にわたる幅広い 質問票を用いて 行われた アングラ研究については、 「実施」「不実 
アンケート調査は、 研究・技術計画学会の 施」の 2 値 並びに「研究 寅 または研究時間 
会員のうち、 企業に所属する 個人会員と法 からアングラ 研究に割ける 割合 (%) 」の 大 
入会員の連絡代表者として 登録されている きぃ 方の値 (%) に関するデータをまとめ 
個人の合計 3 1 3 人に送付され、 1 3 7 人 て単純化した 実施状況を表現するために、 
(4 4%) から有効回答が 寄せられた。 新しく以下の 3 変数を定義した。 

研究提案制度に 関しては、 その実態では (1)5 年前の実施状況 :B5Y 
なく回答者の 考えについて、 提案のインセ 二 4.1,1+1%9e( 研究 俺 %, 時間 %)) 
ンティブ・支援、 アイデアの公開・コメン (2) 現在の実施状況 :NOW 
ト 、 提案テーマの 評価を中心に 質問し 、 1 目 ・ 1, Ⅰ +1 打 9e( 研究費 %, 時間 %)) 

3 7 人の有効回答があ った [310 (8)5 年間の変化 :  DLT 幸 NOW,B5Y 

アングラ研究に 関しては、 「いわゆるアン 分析対象として 抽出した 74 人の回答は 、 

グラ ( 自由裁量 ) 研究」に関して「互生双 アングラ研究の 最近 5 年間の実施状況が「不 
と現在の研究費または 研究時間のそれぞれ 変」 2 7 人、 「減少」 2 1 人、 「増加」 6 人、 
何 % 程度が黙認されていた ( いる ) といわ 「不実施」 2 0 人であ る。 したがって、 層 

れているか」という 質問を設け、 最近 5 年 別の分析は困難であ り、 アングラ研究の 実 
間の実施状況の 推移を把握した。 有効回答 施 状況の推移に よ る大まかな傾向を 把握す 
は 、 8 2 人であ った [4] 。 ることを目指した。 
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また、 本研究で用いたアンケート 調査質 
問項目に含まれていた「社内ベンチャ 一等 

として独立を 奨励しているか 否か」や「革 
新的な新製品開発か 新技術開発の 代表的な 
実施例のうちの 一つを回答したか 否か」が 
アングラ研究の 実施状況の推移 と %' 検定で 
5% 水準の有意差 ( 頂相関 ) のあ ることが 
見つかっており [4] 、 それぞれを 2 値の変数 
WW 独立の奨励 ) および RE 町代表例の回答 ) 
として導入し、 因子を解釈する 際の参考に 
した。 

3  「提案制度のあ るべき姿」の 構造分析 

3.1 因子分析 
提案制度に関する 個別の回答項目から 選 
定 した 6 0 項目 3 値 表現のデータ 7 4 標本 

に対して、 最大法による 因子抽出とプロマ 
ックス法科 文 回転を用いて 因子分析を行い、 
アングラ研究実施状況の 推移との相関、 標 
本数が少ないこと 等を考慮して、 9 因子に 

分解された結果を 採用した。 
累積寄与率は 3 4. 8% であ った。 

9 因子の因子得点を 用いて、 前節で導入 
した アングラ研究の 実施状況に関係した 変 
数 B5YNOW,DLT および因子の 解釈で参照 
するための変数 VEN 及び REP との 間 並び 
に 9 因子間の Spe 沖 man 順位相関係数を 調 
べた結果を表 2 及び 3 に示した。 

表 3 9 因子得点間の 相関行列 

Spearman 瓜 位相 肛係枚 の古言水準 ( 両傭 ):**1*;*5X;#1 ㎝ 
$ 因子の番号、 因子名は表 2 お 照 

8.2 因子の解釈 
表 2 及び 3 のうち 10% 水準 ( 両側 ) 以上 
の有意な相関を 参考にしつつ、 表 4 に示す 
9 因子の構成と 因子負荷且から 因子に共通 
する構成概念を 以下のように 命名した。 
表 4 から明らかなよ う に、 因子 5, 7, 
8, 9 は、 提案するに際しての 前提条件が 、 

順に「社内 綿成 前提」「提案者実施 権 なし」 
「公的姿全期待Ⅰ「 オけ Ⅰ蚕食期待」と 因子 
負荷且の大きさで 筆頭に並んでいる。 
残りの因子 1, 2, 3, 6 には「 8 評価 
結果公開」の 選択抜 が 分散して配置してお 
り 、 一見して、 提案制度のあ り方のパター 
ンが 4 分類されていることが 分かる。 ( 以下、 

有意水準を 1%:,",5%:",10%:# で 表示する。 ) 
因子 1 は 、 l ℡ N が相関係数・ 0 ・ 25" と 独立 
することが奨励されておらず、 「社内編成双 
提 ( 因子 5) 」と 0 ・ 2 甜の相関があ り、 「社内 
の他人の意見を E メール等で容易に 聞くこ 

表 2 9 因子得点とアンバラ 研究等との相関 
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とが出来る」を 筆頭に「自社製品のクレー 
ム・データ」「全社的な 研究開発の中長期計 
画」など幅広い 部門の関与を 必要とする項 

が高いことから、 「粗糠 重 
視 」が伺える。 
因子 2 は、 相関が B5 Ⅵ 5 年前アングラ 研 
究実施 ) と 0 ・ 2 舛 、 NOW( 現在アングラ 研究 
実施 ) と 0 ・ 2 甜 、 REP( 代表例の回答 ) と 0.1% 、 
「 げ万廿 資金期待 ( 因子 9) 」と 0 ・ 26" であ り、 
「当該分野の 事業開発部門」「営業・ 販売部 
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門 」「研究開発を 実施することとなる 部門の 
研究企画管理者」など「現場重視」の 項目 
が並んでいる。 

因子 3 では、 DLT と 0 ． 31"" 、 WN と 0 ． 28" 

「公的資金期待 ( 因子 8) 」と 0 ． 24" の 相関 
があ り、 因子付加 の 大きい項目を 見ると、 

評価部門として「ユーザ」「社覚の 有識者」、 
提案報酬の要求、 評価者として「過去によ 
い評価をした 人」など提案・ 評価の結果が 
よくなるよ う にという 「結果重視」の 姿勢 
がはっきり表れている。 

因子 6 は、 玉田 N は・ 0 ． 2 ㎝と実際は独立が 

奨励されていないのに、 回答者の考えでは 
提案の前提条件としてはべンチヤ 一 資金を 

も含む「 ぐンチト 資金期待 ( 因子 9) 」と 0 ・ 24" 

の 相関があ り、 現実と理想が 必ずしも一致 

していない傾向が 見受けられる。 一方、 「 提 

実者実施 権 なし ( 因子 7) 」と 0 ・ 28" の 相関が 

あ り、 因子 6 と 7 の個別要素間で 相関を見 

ると、 因子 6 の「社内の関連する 専門家の 

協力 (X31) 」が因子 7 の「研究開発実施 権 が 
得られるとは 限らない㏄ 07) 」と 0 ・ 30 冊、 因 

子 6 の「評価者は 公募された 人 (X50) 」が因 

子 7 の 「提案者が実施する 義務はな い 

(X09) 」と 0 ・ 24" 及び「提案者が 実施する義 

務があ る㏄ 08) 」と・ 0 ・ 29 々 であ った。 また、 

因子負荷量の 順に見ると 「他社や異業種交 
流の場に参加できる」を 筆頭に「自分のア 

イデアをあ る程度実証するための 実験を行 

う 時間と資金は 重要でな い ( 因子負荷量が 

マイナス ) 」 「社内の関連する 専門家の協力 

の 評価結果」など 過去の実績を 重視する 一 

方 、 「特許情報」「学術的な 会議に参加」は 

重視しない傾向があ る。 あ えて解釈すれば、 
過去の実績に 学ぶのがよいと 考える「 実紋 
踏襲 基勒が 共通する概念といえよ う 。 

表 4 提案制度の 9 因子の構成 

因子 ]: 祖億コ視 (1) ( 幼 
l-i 報胡 2. 捉乗がウ集 化された % 台の 売 り上げや利益に 
対する一定割合の 報奨金、 あ るいは、 ウ粟化 新会社 ( ベン 
チヤ一群 ) の株式 ( 又はストックオプション ) X02  0. 笘 

2-1 拍 報 ]. 全社的な ( あ るいは、 研究開先組 億の ) 研究 棚 
尭の中 ユ期 計画 ( 肚略 ) X16 0.43 

2-1 帖 報 4. 文献 臆報 X19 0.36 

2-m 柑報 6. 自社商品のクレーム・テータ X2l  0. ㏄ 

2-2 収集 1. 社内の他部Ⅱの 人を含めたミーティンバを 開催 
できる X24 0.35 

2-2 収集 2. 社内の他人の 意見を E メール憶で容易にⅡくこ 
とがで 世 8 X25  0 ・㏄     
2 イ 収集 6. ロ内外の見本市やコンベンションに 描加 できる x2g  0.42 
2-3 Ⅱトス 3. 特許由肛の手前きの 支 撰や代行 X32 0.39 

5 辞価部 Ⅱ 2. 提案者の所 凪 する部 n の 由 屈の上司 x35  0 ． 25 
15 坪 価 都ハ 5. 研究開 尭を実 抗することになる 部Ⅱの研究 
開発実施者 X38 0.25 

  7 押伍 報乱 2. 神佑者を公帖する X58  0. ㏄ 

7 神佑 報 前 4. 押伍 轄果 を公掬する x ㏄ 0 ・ 22 

8 結ま 公 Ⅱ 3. 採択されたテーマ 名 と 提案者を公拉する x66  つ ． 39 

田子 2: 現廿 Ⅰ ぬ く Ⅰ )  (2) 

企画 竹理者 X37 0.46 

5 評価部ハ 6. 研究開発を実拉することになる 部ハ 0% 価 
壷 Ⅰ 会 X39 0.36 

X40 0.36 

5 押伍部門 9. 押伍 蚕俺会 x42  づ． 41 

  

18 結果公開 2. 全 投棄テーマ内容と 一一一一 捉 文者，及び、 一 一 その 辞伺 @   
轄 果を公開する x65  つ ． 23 

8 結果 公肪 4. 採択されたテーマ 内容と提案者を 公Ⅱする X87  0 ． 帥 

）
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因子 色拮果 Ⅰ ね が 重要」が理想として 並んでいろ。 あ えて 

解釈すれば、 提案者自らは 研究開発しない 
が、 幅広く情報を 集めて企画・ 提案するの 
がよいという 「企画重視」と い え よう 。 

最後に、 因子 4 は、 「社内編成双提 ( 因子 

5) 」と、 0 ・ 2 裾の相関があ るが、 因子の要素 

間で見ると有意な 相関のあ る要素はない。 
因子付加且を 見ると 「自社研究開発におけ 
る 成功・失敗の 記録」「過去の 提案内容とそ 
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因子 4: 真祝 甘笘笘む 臼 ) (2)  チャー資金期待」という 提案の前提 ( 因子 5,   
  2-1% 報 2. 過去の提案内容とその 神佑 拮果 X17 0.45 

2-] 脩報 3. 特杵柑報 x18  つ ・ 50 

2-] 脩報 5. 自社研究 肪尭 における成功，失敗の 杷 操 x20  0 ・ 96 
2-2 収集 3. 口内外の学術的な 会 臣 に井 ぬ できる x26  つ ． 32 

6 評価者 5. 過去に曳い提案ました 人 X54 0-28 

7% 価 無前 5. 押伍者には押伍伴 集 に対する報奨を 与える x6]  0 ・ 24 

因子 5: 社内Ⅰ 成 前提 ( Ⅰ ) (2) 
1-3 仁成 ]. 社内から、 その 技 乗を推進するための 人材を集 
めることが出来る X10 0.82 

1-3 打 成 2. 社外からも、 その 提 乗を推進するための 人材を 
  集めることが 出来る x ⅠⅠ Ⅱ． 02 

因子 6: 企画Ⅰ 視 ( Ⅰ ) く 2) 
2-2 収集 4. 他社や俺集 れ 交流の均に授 加 できる lX27l 0. ㏄ 
2 ヨリソづ 1. 自分のアイデアをあ る程度実証するための 川 @ 
杖を行なう 時 Ⅱと黄金 x30  つ ． 46 

2-3 ルース 2. 社内の明達する 時 Ⅱ媒の協力 X31 0.46 

2-3 リソース 4. 研究補助者の 確保 X33 0.38 

5 神佑 部 Ⅱ 10 ． 当 % 分 4 の社内研究者 X43 0-44 

6 評価者 1. 神佑者として 企 まされた 人 x 抽 0 ． 23 

8 結果公開 1. 全提棄 テーマ名と提案 者 ，及び、 その 辞 何 % 

1 果を公排する lx64l つ ・ 291 

7, 8, 9) と、 提案制度のあ り方を考え 
るに際して「組織」「現場」「結果」「企画」 

のうちいずれを 重視するか ( 因子 1, 2, 
3, 6) との間に方向は 自明ではないが 因 
果 関係を予想することが 自然であ る。 

一方、 過去の「実績」に 学ぶことをどの 

程度重要と見るか ( 因子 4) は、 提案テー 
マを企画又は 評価する除の 基準であ り、 他 
の 8 因子との関係は 不明であ る。 

4.2 提案制度とアンバラ 研究との因果方向 
因子得点を用いて 先に構築した 提案制度 
単独の共分散構造モデルに 第 2 節で定義し 
たアングラ研究に 関する変数 B5Y 、 NOW 、 

DLT  を組み込むために 9 因子との 

因子 7: 提案者実施 牡 なし ( Ⅰ ) (2) 
1-2 実施 栢 1. 捷棄 したテーマが 採択された % 台、 研究 肋 充 

実施 杜が 知られる x ㏄ イ ・ 99 

1-2 実施 桁 2. 捷莱 したテーマが 採択されても、 研究開発 案 

両
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 2
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  施牡が 告られるとは 限らない X07 0.55 

1-2 実施 杜 3. 托葉したテーマが 採択された % 台、 提葉者が 
実施する 丑務 があ る X08 0.33 

1-2 実施 壮 4. 技乗 したテーマが 採択されても、 提 文者が実 
施する 臆携 はない X09 0.42 

因子 8: 公的黄金期待 ( Ⅰ ) (2) 
] 叫 資金 ]. 社内からのみ、 黄金Ⅱ逸することが 出来る lx13  円・ 80 
1-4 資金 2. 社内及び公的文金から、 資金札達することが 川 
来る X14 0 ． 78 

5% 両部 ハ 1. 投棄者の所屈する 部Ⅱの 圧 X34 0 ・ 2 Ⅰ 

6 坪何者 4. 過去に良い研究成よ ま 出した人 X53 0.26 

6 坪 何 者 7. 捉 文者の上司 X56 0.20 

因子 9: イ方廿 文金期待 ( Ⅰ ) (2) 
Ⅱ 田 黄金 3. 社内，公的資金あ るいは社外 ( ベンチャーキャビ @  l 
タルを含む ) から，黄金 傭 達することが 出来る x Ⅰ 5 0.98 

2-1 億棟 8. 無手金葉の技術開発レベル X23 0.20 

因子抽出海技 尤法 回転 汝 Kaiser の正規化を伴う フ 。 ロマックス 法 。 
N 目 74. 因子は、 因子国有位の 大きい煉に 亜理 。 因子の中は、 耳目 棟 。 
(1) 観測 爽 致の番号、 (2) 因子文荷 且 

・ NOW と因子 7 とが ・ 0 ． 38 

・ DLT と因子 3, 9 とが 0.31 、 -0.25 

の 5 通りの弱い相関があ る。 

互生前のアングラ 研究実施状況㊤ 5 りが、 
現在時点での 提案制度のあ るべき姿を構成 
する方針であ る「社内編成双提 ( 因子 5) 」と 
頂 相関があ り、 「提案者実施 権 なし ( 因子 
7) 」と 逆 相関があ ることは、 アングラ研究 
が 社内における 新たな研究開発テーマを 生 

みだす源泉の 一 つ であ るとの 想矧 4] やア - ン ゆ幽ぬ 
であ るとの 子黍 4] に反するものではない。 

そこで、 研究開発体制を 社内編成する 前 
提や提案者に 研究開発の実施権 を与えると 

4  提案制度とアンバラ 研究との関係 
4,1 提案制度の概俳的構造 
提案制度から 抽出した 9 因子の相互関係 
を考察すると、 共 分散構造モデルに よ る 確 
諾約因子分析で 得られた因子間相関行列に 
強い相関は見られないが、 「社内編成双提」 
「提案者実施 権 なし」「公的資金期待」「 ゾン 

い う 「方針」は本来的には 会社組織として 
は決めの問題であ るが、 アングラ研究が 実 
施されていたという 「 5 年前の実態」が 会 

社組織の風土や 文化をその実態に 整合する 
よ う に醸成し、 それに感化された 回答者の 
考えが回答に 反映したと考えて、 因果方向 
を仮定した。 
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また、 現在のアングラ 研究の実施状況 
(NO Ⅵは、 B5Y と 0 ・ 70 々  * の 強い順相関があ 

り、 B5Y と同じく 「提案者実施 権 なし ( 因 
子 7) 」と 逆 相関があ ることから、 時系列的 
に 見て、 B5Y づ ( 最近の因子 7) づ NOW づ ( 現 

在の因子 7) という因果関係を 仮定した。 
5 年間のアングラ 研究実施状況の 変化 

(DLT) は、 因果関係が未詳なので、 特には 仮 

定 しなかった。 

4.3 モデルの構築 

これまで述べた 因果関係の想定を 墓に、 

共 分散構造モデルを 構築し，その 標準化解を 
図工に示した。 

モデルで重要な 因果係数の t 検定結果を 

見ると、 因子 3 から因子 7 への因果係数が 

p 二 0 ・ 056 とやや大きかった 事を除けば、 推 

定した全パラメーターは p く 0 ・ 04 と十分な 

有意水準にあ った。 
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モデルの適合 皮 指標をみると、 X       

1138.05, ㎡ =843,p=0 ・ 00 と棄却されている。 

しかし、 X2 検定は問題があ って 、 解の評価 
の主流は「モデルは 正しい」という 仮定を 
必要としない 方法に移行している [6]0 

GFI=0 ． 64 、 AGFI=0 ． 60 とフィットが 悪いが、 

ホ モデルの観測変数は 悠に如を越えており、 

観測変数が多くなると 自由度も顕著に 増大 
する傾向が生じ、 それだけでフィットが 悪 

くなる傾向があ り、 観測変数の数が 30 を 越 

えてしまったら、 「 GFI>0 ． 9 」の基準を使わ 

ないと割り切ったほうがよく、 近年注目を 
集め、 頻繁に利用されるよ う になった指標 
が、 「構造方程式モデルに 特化して、 モデル 

0 分布と真の分布との 乖離を 1 自由度当た 

りの量として 表現した」 RMSE 刈 № otMean 
SqueareEroorofAppro お mation) であ る 回 。 

古礼 urckle(199 のの基準 RMSEA く 0 ・ 08 円 

に 対して、 ホ モデルは 、 RMSEA Ⅰ 0 ． 07 と通 

合している。 

4.4 モデルの解釈 

ホ モデル内部の 構造的な変数が 内生変数 
を説明する割合 ( 決定係数 ) が調査研究と 
L'r@<@fcr@ia@-T   Ⅰ   @  a-?-  9  (Q.SS) 
と 因子 8(0.31) であ る。 因子 4  (0.2 月と因子 

五 % 之或 ．はそれほど 高いとは言えない 田 。 
本 モデルによって、 決定係数に見るべき 
大きさの因果規定力があ った前述の 4 つの 

因子については   因果   係 があ る演   説明 

できたので、 その、 準化総合   果を表 5 に 

まとめた。 

表 5 標準化総合効果 

企画重視 ( 因子 6) の傾向が強いほど 実績 踏 
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襲 基準 ( 因子 4) を用いる傾向にあ る。 組織重 
視 ( 因子 1) の傾向や 5 年前にアングラ 研究の 
割合を高く実施しているほど、 社内で研究 
体制を編成する ( 因子 5) 傾向にあ る一方、 
ベンチャー資金を 含む社外資金調達の 期待 
が高いと ( 因子 9) 逆の傾向があ る。 現場重視 

( 因子 2) やべンチャー 資金等社外資金まで 期 
待 ( 因子 9) が高いほど公的資金まで 調達 ( 因 

子 8) を期待する傾向があ る。 結果重視 ( 因子 
3) や公的資金まで 期待 ( 因子 8) また、 弱い 
ながらも現場重視 ( 因子 2) をするほどべンチ 
ャー資金等社外資金まで 期待 ( 因子 9) する傾 
向にあ り、 社内で研究体制を 編成 ( 因子 5) す 
る 傾向があ ると逆になる。 なお、 現場重視 
に関しては、 因子 8 経由の直接効果は 上述 

の通りであ るが、 社内編成 ( 因子 5) を促す傾 
向があ ることから、 間接的にべンチャー 資 

企 まで期待 ( 因子 9) する事を抑制する 効果も 
併せ持っていることが 図工から読みとれる。 
また、 アングラ研究との 関係を詳細に 見 

ると、 5 年前のアングラ 研究実施状況 (B5 り 

は、 ・上記の因子 5  「社内編成双提」の 観測 

変数 2 つにそれぞれ 1 および 0 ． 63  の決定係 

数があ り、 Xl0  「社のから、 その ぬま を ね iF するための 人 け 

を集めることが 出来る」 りこ 0 ． 26 、 Xl Ⅰ「社覚からも・その 捉 

棄を推進するための 人材を集めることが 出来る」に -0.20  の総 一 " 一 さらに、 毛見在 E のアンク。 ラ研穿巳 隻き力也 ぬ岬   榛 ",@W""" 
( 因子 7) の決定係数が 0 ・ 19  と か t かったも 

のの、 NOW  からの総合効果が・ 0 ． 36  と大き 

く、 その観測変数のうち 決定係数がそれぞ 

れ 1 、 0 ． 25 であ る X06  「提案した テづ が採択された % 

台，研究開発実施 牡が 得られる」に 0 ． 36 、 X07  「 擾棄 した 

テーマが採択されても、 研究Ⅱ 尭 実施 桁が 侍られるとは 限らない」 

に・ 0 ． 18  の総合効果があ り、 固   関係があ る 

程度説明できた。 
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績 踏襲基準 ( 因子 4) 、 社内で研究体制を 編 
成する ( 因子 5) 、 公的資金まで 調達期待 ( 因 
子 8) 、 ベンチャー資金等社覚資金まで 期待 
( 因子 9) の 4 因子は、 提案制度内部要因と 5 

年前のアングラ 研究実施状況による 因果関 
係によって、 あ る程度規定されている。 
(2) 5 年前のアングラ 研究の実施状況㊤ 5 り 
は、 研究体制の編成を 社内に限る㏄ 10) か、 
社外を含める㏄ 11) かを一定の割合で 規定し、 
現在のアングラ 研究の実施状況 (NO Ⅵは、 
提案が採択された 場合の研究開発実施 権 が 
得られる㏄ 06) か、 得られるとは 限らない 
㏄ 07) かをあ る程度規定している。 
(3) 共 分散構造モデルは、 データが大量に 
あ ることを前提としている 上、 モデルの解 
が無数にあ るので、 74 件の標本データから 
構築した ホ モデルが正しいモデルであ ると 

言 う ことは困難であ る。 上記の結論は 、 他 

のデータを用いた 研究によって 確認される 
ことが望まし 川 6]0 
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